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【論文要旨】
日本では，2011年 3 月に起きた東日本大震災により，東京電力福島第一原子力発電所で起きた
放射能漏れを伴う事故を受け，原子力発電所の操業停止が実施され，停止中の原子力発電所の代替
として石炭や天然ガスの火力発電所が重用され今日に至っている。また，中国やインドなどの途上
国では，人口増加や経済発展に伴う電力需要の供給源として，建設と発電コストの安価な石炭火力
発電を多用している現状がある。そしてインドネシアでも，他の途上国と同様に電力需要の増加を
賄うため，自国内で豊富に産出する石炭を燃料とした石炭火力発電所を約10 GW 分建設する計画
がある。環境への対策を見ると，石炭は，産地による違いがあるものの微量ながらも硫黄や有害な
重金属を含んでおり，固体であるという性質上，精製などの方法で不純物の除去が困難なため，燃
焼後の排煙から有害物質を除去する方法が採られている。石炭に含まれる殆どの有害物質が多種類
の方法で除去が可能な一方で，含有される水銀は，その沸点の低さから排煙中に水銀蒸気の形で含
まれたまま環境中に放出されているのが現状である。国連環境計画（UNEPUnited Nations En-
vironmental Programme）によると，水銀は様々な汚染源から大気，水系，土壌に直接排出され，
排出の方法は人為的排出，自然的排出，再排出・再移動の三つに分けられ，環境中ではほとんど分
解されることがない。水銀の人為的排出による排出量は，1850年頃の産業革命以後に急速に増加
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1 UNEP (2002) Global Mercury Assessment.
2 Ibid.
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4 Pacyna, E. G. J. M. Pacyna (2002) Gobal emission of mercury form anthropogenic sources in 1995. Water,
Air and Soil pollution, 137, 149165。
5 芹川裕加ほか（2011）「インドネシア中央スラウェシ州 Palu 市における金属製錬所からの大気への水銀の放
出と拡散」『環境科学会誌』第24号，環境科学会。
した1。本論文では，これらの排出方法の中で環境中への人為的な水銀排出に関する世界の現状を
取り上げ，さらに2018年現在も人為的排出が継続されている石炭火力発電所からの水銀排出の問
題の危険性に着目する。そして，2017年 5 月に発効した「水銀に関する水俣条約」の実行をはじ
めとする先進国の役割と途上国の政府や企業や住民が環境汚染に対して取り組むべき姿勢，つまり
環境ガバナンスと法令コンプライアンスの重要性について明らかにしていく。最後にインドネシア
の石炭火力発電所による水銀汚染の問題についてアクター，アジェンダ，アリーナ（AAAAc-
tor, Agenda, Arena）分析方法を用いて分析し，石炭火力発電所から水銀を排出しない規範（排出
抑制シナリオの前提となる条件）を抽出する。
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はじめに
国連環境計画（UNEPUnited Nations Environmental Programme，以下 UNEP と表記）によ
ると，環境中への水銀の排出量の内訳は，人為的排出が30，自然的排出が10，再排出・再移動
が60とされる2。それぞれの排出については後述するが，本論文では，2018年現在も継続中の人
為的排出に注目する。水銀の環境中への人為的排出のうち，高濃度で局所的かつ継続的な水銀の環
境中への排出による危険性，つまり環境中に排出された水銀が有機水銀に変化し，水銀汚染地域の
魚介類に蓄積し，それらを食することによる人体への健康被害が発生することについては，既に熊
本県の水俣市で起きた水俣病の事例で周知されている。しかし，後述するように，低濃度であって
も水銀汚染による，（特に）魚介類を通じた人体への影響も既に報告されているが，十分に周知さ
れているとは言えないのが現状である。UNEP は水銀の人為的排出について，最も注目が必要なも
のは大気中への排出であると指摘している3。なぜなら，大気中へ排出された水銀は，偏西風などの
気流に乗り，排出源から遠く離れた地域にも水銀汚染が起きる可能性を含んでいるからである。
人間活動に由来する環境中への水銀排出に関する研究として，環境への水銀の排出量を推計した
研究事例4 や，各地での環境中の水銀による汚染事例を考察した研究事例5 はあるものの，科学的
見地からの報告にとどまっており，水銀の排出の抑制方法には言及していない。制度学派エコロ
ジー経済学の見地から，現地の状況，技術水準，経済事情などを考慮し，途上国における環境中へ
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6 ペーテル・セーデルバウム（2010），大森正之・小祝慶紀・野田浩二訳，『持続可能性の経済学を学ぶ』人間
の科学新社。
7 このような長期経過後の追跡調査は水俣でも十分に行われていない。
の水銀排出の抑制策を検討した研究としては，筆者が2013年度に『経済学研究論集』（第40号）に
発表した研究事例がある。しかし，管見の限り経済学からの，特に途上国における石炭火力発電所
からの環境中への水銀の排出抑制に注目した研究事例はないように思われる。
本論文では，大気中への水銀排出源の 1 つである石炭火力発電所からの水銀排出の問題につい
て検討する。ここでは，石炭火力発電所から排出された低濃度の水銀が，遠く離れた地域まで飛散
し，魚介類を汚染している実態について述べ，インドネシアに限らず，多くの国々で採用されてい
る石炭火力発電所からの水銀排出を抑制することの重要さを明らかにする。そして，2018年現在
までにインドネシアで採られた火力発電所からの排煙規制について，他国の例を参照しながら検討
する。そして，石炭火力発電所からの有害物質を抑制する技術が存在しながらも，国内に既存並び
に計画済みの石炭火力発電所にはそれらの技術が採用されず，石炭火力発電所周辺で発生している
環境問題を抑制もしくは収束させられない状況であることを指摘する。最後に，アクター，アジェ
ンダ，アリーナ（AAAActor, Agenda, Arena）分析6 を用いて，インドネシアにおける過去から
2018年現在までと，現在から将来においての石炭火力発電所からの水銀の排出問題について分析
し，比較検討を行い，石炭火力発電所からの将来の水銀の排出を抑制し，さらには抑止させるため
の規範（抑止シナリオの前提となる条件となる）を抽出する。
第章 環境中に放出された水銀の影響と水銀条約
第節 水銀の曝露による人体への健康被害
水俣病は日本の高度経済成長期に発覚した四大公害病の 1 つである。環境中に放出された水銀
が，食物連鎖を通じて人体に蓄積され，水俣病と呼ばれる中毒性の脳神経系の疾病を起こすこと
と，妊娠中の母親が水銀に汚染された魚介類を食べることによって，胎盤を経由して胎児がメチル
水銀中毒になり，小児麻痺に似た障害を持って生まれる胎児性水俣病があることは広く知られてい
る。また，カナダでの水銀汚染地区における長期経過後の疫学的・臨床的調査7 によると，1969年
に河川の水銀汚染が発覚したカナダ・オンタリオ州で，1975年に原田正純（熊本学園大学教授）
らは，現地で疫学的・臨床的調査を行い，軽症だが水俣病が既に発生していると報告した。同教授
らは2002年，2004年に経過を追跡調査した。そして2010年 3 月に上記の居留地を再び訪れ，水俣
病検診で行われているのと同じ臨床検診を行った。その結果，対象者の頭髪水銀量は27年前と比
較して顕著に減少していた（平均2.11 ppm）にもかかわらず，1975年当時軽症だった患者が重症
化している事例が報告された。また住民に対する水銀汚染の原因は魚食にあることがわかった。追
跡ができた住民たちの頭髪水銀値は安全基準とされる50 ppm を超えてはいない。従って，水銀汚
染地区におけるこのような長期経過後の追跡調査を経て，安全基準以下でも長期に汚染が継続すれ
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ば水俣病（慢性型）が発症することが実証された8［アディネガラ 2014］。また，2004年に国連食
糧農業機関（FAOFood and Agriculture Organization of the United Nations，以下 FAO と表記）
および世界保健機関（WHOWorld Health Organization，以下 WHO と表記）による合同専門家
委員会（Joint FAO/WHO Expert Committee on Food Additives）は，胎児の神経系を水銀の曝露
から守るため，妊婦の体重 1 kg あたり 1 週間1.6 mg までというメチル水銀の曝露許容量を設定し
ている9。
第節 環境中に排出された水銀の特性と水銀条約
UNEP によると，水銀は様々な汚染源から大気中，水系や土壌に直接排出される。水銀は環境
中でほとんど分解されず，大気中，水系，堆積物，土壌，生物相を様々な形態で循環する。環境中
に排出された水銀は，深い海底の泥などに閉じ込められない限り，移動，滞留，放出の循環を繰り
かえす。そのため，現在の水銀の人為的排出を削減することは，将来的に環境中を循環する水銀量
を削減するために極めて重要である10。水銀汚染で最も問題とされる点は大気中への排出で，大気
中に放出された水銀の大部分は，ガス状の水銀元素の形態によるものであり，排出源から遠く離れ
た世界中のあらゆる地域に拡散する11。水俣病の事例により，水銀を環境中に排出することの危険
性が周知されると，先進国においては，水銀の環境中への排出規制が進む一方で，かつては，水銀
そのものを含む製品や廃棄物を中古品の形で途上国へ輸出するという脱法的な処理が行われていた
ことも事実である。ニューヨーク・タイムズ紙の1994年 3 月 1 日の記事によると，1992年に米国
環境保全省（EPAU.S. Environmental Protection Agency）により有害物と判定された水銀を含
む廃棄物約14万 5 千トンが米国から輸出され，また同国のボーデン・ケミカルズ（Borden Chemi-
cals）社が水銀を含む廃棄物を南アフリカへ船積みしようとしたことを環境保護団体が問題視し，
船積みを取りやめた記事が掲載されている12。このような脱法的な行為は，水銀を自国から他国へ
単純に移動させるだけであり，水銀の保有に関する数値は減少させることはできるが，水銀そのも
のの排出が抑止されたわけではない。
水俣病を教訓とし，2010年 6 月に水銀条約政府間交渉委員会というアリーナにおいて，水銀の
環境中への排出を防止するアジェンダの検討が開始された。そして，2013年10月に熊本県におい
て水銀に関する水俣条約（以下水銀条約と表記）が採択・署名された。その条文案は，2013年 1
月13日から18日まで，スイスのジュネーブで開催された水銀条約政府間交渉委員会第 5 回会合に
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13 規制の内容は，条約発効後の新規水銀一時鉱山は禁止，15年以内に既存の水銀一時鉱山の廃止。苛性ソーダ
製造は2025年，アセトアルデヒド製造は2018年までに水銀の利用を禁止。塩化ビニルモノマー，ポリウレタ
ン等の製造工程において，使用する水銀量の削減等の制限処置を実施。大気への排出については，石炭火力
発電所，セメント製造設備，非鉄精錬施設等の条約締結後 5 年以内の排出削減対策を実施など。
14 UNEP (2013) Technical Background Report to the Global Atmospheric Mercury Assessment.
15 Ibid.
16 VCMVinyl Chloride Monomer，塩ビと呼ばれている塩化ビニル樹脂の原料。
17 世界で最大の塩化ビニルモノマー製造国である中国のデータが公開されていない。
おいて合意された。水銀条約の主な項目は，前文，鉱山からの水銀産出，水銀の貿易，水銀添加製
品，水銀使用製造プロセス，人力小規模金採掘，大気への排出，水・土壌への放出，保管，廃棄物
対策，汚染地対策，途上国への資金援助，途上国の能力強化・技術支援・技術移転からなる13［ア
ディネガラ 2014］。水銀条約は2017年 5 月に発効したが，先進国では水銀利用が禁止の方向へ向
かう一方，途上国はもとより世界中で石炭火力発電からの水銀排出による環境（大気，海洋，魚介
類）への汚染が進行している現状が発効前から，存在するという問題点を次章で検討する。
第章 世界の水銀の環境中への排出
第節 水銀の大気中への放出
水銀の環境中への排出先については，土壌，水中，大気中が考慮されるが，現在一番問題となっ
ているのは大気中への排出である。大気中へ排出された水銀は大気の流れによって排出源から遠く
離れた場所に飛来し，水銀による環境汚染を起こす可能性があるためである。大気中への水銀の排
出源については 2 通りある。1 つは自然的排出，すなわち火山活動，地球熱学的活動，水銀を含む
岩石や地層からの遊離による排出である。もう 1 つは人為的排出，すなわち水銀鉱物の採掘過程
や他の鉱物の副産物として，化石燃料からの分離や燃焼による蒸発，人力小規模金採掘の金精製時
における水銀使用，水銀を使用する製造工程，水銀を含む工業製品からの排出である14。この自然
的排出と人為的排出により環境中に排出された水銀は，環境中に蓄積されたのち，再び排出され，
再移動する。2010年の世界中における人為的排出源から大気中への水銀排出推測量は表 1 に示し
た通りである15。水銀の人為的排出源のうち，構成比の24.2を占める石炭燃焼は，石炭を燃料と
して使用する設備，例えば石炭火力発電所や石炭ボイラーなど，からの排出によるものであった。
また，構成比の37.1を占める人力小規模金採掘における水銀排出は，金の精製時に水銀を使用
し，その後加熱し水銀を蒸発させていることに由来した。鉄鋼と非鉄金属の一次生産においては，
鉱石そのものに含まれる水銀からの排出であった。セメント製造は，製造過程での原料の加熱に使
用される燃料からと，原料そのものからの排出であった。
表 1 の中に，人力小規模金採掘とほぼ同じくらいの水銀を使用する塩化ビニルモノマー16 製造か
らの水銀排出量がカウントされていないが，これは UNEP によれば入手可能な公開データがない
ためである17。また，推測量の合計における最低値と最大値に約 4 倍の開きがあるが，鉄鋼と非鉄
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表 年の人為的排出源から大気中への水銀排出推測量
排 出 源 排出量（t) 最低値（t) 最高値（t) 構成比（)
石炭燃焼 474 304 678 24.2
石油・天然ガス燃焼 9.9 4.5 16.3 0.5
鉄鋼一次生産 45.5 20.5 241 2.3
非鉄金属一次生産 193 82 660 9.9
大規模金鉱山 97.3 0.7 247 5.0
人力小規模金採掘 727 410 1,040 37.1
水銀の生産 11.7 6.9 17.8 0.6
セメント製造 173 65.5 646 8.8
カセイソーダ製造 28.4 10.2 54.7 1.5
廃棄物焼却と廃棄 95.6 23.7 330 4.9
火葬 3.6 0.9 11.9 0.2
石油精製 16 7.3 26.4 0.8
汚染地からの排出 82.5 70 95 4.2
合 計 1,960 1,010 4,070 100
出典UNEP (2013)Technical Background report to the Global Atmospheric Mercury Assessment より作成。
18 粉炭を燃焼させた排煙中から集塵機などで回収された粉末状の燃焼灰。
19 環境省によると，日本で火力発電に使用している石炭には平均38 mg/ton の水銀が含有されている。
金属の一次生産や，大規模金鉱山と人力小規模金採掘，つまり，鉱石からの製錬工程からの水銀排
出量と，鉄鋼スラグ（鉱滓）やフライアッシュ18 を原料とするセメント製造などの最低値と最大値
に大きな差が生じているためである。
化石燃料が，微量ながら多種類の有害物質を含んでいることは事実である。そのまま燃焼させる
と，含まれている有害物質は燃焼排気ガスと共に大気中へ放出される。液体である原油と気体であ
る天然ガスは，それらの精製工程で，水銀を含め，これらの有害物質を除去できる。しかし，固体
である石炭は，精製工程を用いて有害物質を除去することは困難である。従って，石炭を燃料とし
て使用する場合，燃焼排気中から有害物質を除去する方法が採用されている。しかし，石炭に含有
される有害物質の 1 つである水銀19 は，燃焼排気ガスからの分離・捕集が難しく，燃焼排気ガスと
共に水銀蒸気として環境中に排出されているのが現状である。また，石炭の燃焼灰にも微量の水銀
が含まれているとされ，廃棄物としての適切な処理も重要な課題である。
第節 石炭火力発電所による環境悪化への懸念とその防止技術
1983年に元吉明夫（熊本大学教授）が行った天草環境会議実行委員会での講演によると，近来
の石炭火力発電所の大型化に伴って使用される石炭も大量になり，100万キロワットクラスの石炭
―  ―
20 天草環境会議実行委員会編（1984）「恐るべきエネルギー公害」pp. 104107。
火力発電所で，石炭に含まれる重金属の発電所周辺にばらまかれる量は，年間では，数トンから数
十トン，多いものは数百トンにもなる。なかでも水銀は沸点が356.72°Cと重金属としては低く，ほ
ぼその全量が気化して電気集塵機でも捕獲されず，煙突から排出されると考えて間違いない。ま
た，石炭火力発電所は，石炭灰を海上に埋め立てることが多い。このことは，漁業に影響を与え
る。また，発電所の設備の冷却のための取水中に取り込まれた稚魚や卵は100死ぬということ
と，冷却に使用された海水が温排水となって近辺の海中に排出されることも生態系に影響を与え
る。冷却水の代わりに冷却塔を利用する方法もあるが，冷却塔の建設費用が大きいため，漁業補償
の費用との比較になる。これらのことから，石炭火力発電所が周囲の環境に与える影響が小さいも
のでないことがわかる20。したがって，石炭火力発電所の建設計画の立案や環境アセスメントの実
施において，有害物質の除去処理能力や発電設備の冷却方法による，環境負荷の推計が重要である。
インドネシアでは，急増する電力需要をまかなうため，約10 GW の新規石炭火力発電所を建設
する計画がある。石炭火力発電所は燃料炭の輸送や設備の冷却水の確保のため沿岸部や沿岸部に近
い島部に建設されるケースが多く，燃焼排気ガス中の水銀を含む有害物質は，発電所周辺の陸上の
みならず海上にも拡散する。燃焼後の石炭灰は通常埋め立て処理されるケースが多いが，埋め立て
地からの排水に有害物質の 1 つとして水銀が含まれる可能性が懸念される。インドネシアでは，
海水産・淡水産を問わず，魚介類を食する人々も多く，石炭火力発電所からの水銀排出に適切な防
止策を講じないと，短期的には問題がないとされる基準以下であっても，先のカナダの事例のよう
に，長期にわたる環境汚染による健康被害が懸念される。実際に2012年の現地調査の際，スマト
ラ島シボルガ市の中心部に近い沿岸から約 3 km 離れた湾の対岸にある石炭火力発電所から黒い煙
が立ち昇り，石炭を燃やす臭気が僅かに感じられた。この石炭火力発電所では，排煙中の汚染物質
の除去が十分ではないと推察される。
インドネシアでは，既存の石炭火力発電所による環境問題が発生しており，新規の石炭火力発電
所の建設反対運動が起きている。これに対し，政府は全てのタイプの火力発電所からの排煙の環境
規制値について，2008年に環境大臣規則第21号を公布し，その規制値は，表 2 に示した通りであ
る。ここで注目すべき点は，火力発電所の稼働時期によって 3 つの規制値に分けられており，稼
働時期が後になるほど環境規制値を次第に強める内容になっていること。2008年12月以前に稼働
開始した既存の火力発電所への環境規制値の強化ではなく，2009年 1 月以降に稼働を開始する火
力発電所への環境規制値の強化であることと，他方で，排煙中の水銀の規制値が，既存の石炭火力
発電所に対しても設定されたことである。
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表 年の環境大臣規則第号による火力発電所からの排煙の環境規制値21
単位mg/Nm3
規制成分
2008年12月以前に稼働開始
石 炭 重油・軽油 ガ ス
SO2 550 650 50
NOx 550 450 320
煤 塵 75 100 30
水 銀 0.03 NA NA
規制成分
事業計画を提出済み，かつ2020年12月以前に稼働開始
石 炭 重油・軽油 ガ ス
SO2 400 450 40
NOx 300 350 200
煤 塵 50 100 20
水 銀 0.03 NA NA
規制成分
2021年 1 月以降に稼働開始
石 炭 重油・軽油 ガ ス
SO2 100 350 25
NOx 100 250 100
煤 塵 30 50 10
水 銀 0.03 NA NA
筆者注数字はすべて上限値，Nm3 は25°Cで 1 気圧の 1 立方メートル。
出典Republik Indonesia, Peraturan Menteri Lingkungan Hidup No. 21 Tahun 2008, Tentang
Baku Mutu Emisi Sumber Tidak Bergerak Bagi Pembangkit Tenaga Listrik Termal.
21 石炭火力発電所からの水銀排出基準は，米国が約0.5 mg/Nm3，EU が 2～4 mg/Nm3，日本が 8～15 mg/Nm3
と提案されている。
22 ジャワ島のバタン県（新設），インドラマユ市（拡張），チレボン県（拡張）におけるそれぞれの建設反対運
動。
しかし，この環境大臣規則では，稼働中の既存の火力発電所への SO2，NOx，煤塵の環境規制
値の強化は行われないため，それらの火力発電所が操業を終了するまで，現状のまま発電所周辺の
環境を汚染し続けることとなり，住民が求める安心して生活することができるというソーシャルミ
ニマムを満足させることは不可能であるといえる。インドネシアの環境 NGO である Wahana Lin-
gkungan Hidup Indonesia（以下 WALHI と表記）によると，ジャワ島において石炭火力発電所に
よる環境問題の発生もしくは拡大を懸念する住民による，新規の石炭火力発電所の建設および拡張
に対する反対運動が起きている22。
2013年 8 月28日付のロサンジェルスタイムズ紙によると，東アジアで大気中に放出された水銀
微粒子がハワイ沖で取れた魚類に蓄積されていた。東アジアで大気中に放出された水銀微粒子は，
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23 C. Anela Choy/University Hawaii 他の研究結果の報告。
24 米国ローレンス・バークレイ国立研究所で開発された方法。（NEDO（2007）「石炭火力発電所からの水銀排
出の規制（米国）」海外リポート，No. 992）。
表 煤煙処理システムのレベルごとの煤煙中の有害物質の量
レベル SOx ppm NOx ppm 煤塵 mg/Nm3
1 1,000 600 400
2 200 300 100
3 100 150 30
4 50 60 30
5 30 60 10
6 ND ND ND
出展天草環境会議実行委員会（1984)，p. 49より作成。
偏西風に乗って北太平洋に運ばれ，海に落下する。その水銀が微生物によって有機水銀となり，魚
類の体内に蓄積される。この有機水銀を詳しく分析した結果，魚に含まれていた水銀と大気中に含
まれる水銀微粒子との同位体組成が一致した。したがって，北太平洋の海中に含まれる水銀は，大
気中から供給されたものであり，その発生源は東アジアであると，ハワイとミシガン大学の研究
チームが発表したと伝えている23。以上のことから，石炭火力発電所から排出される可能性のある
汚染物質の適切な除去処理や設備冷却の方法の選択が環境保護のため重要であることがわかる。
石炭火力発電所からの排煙の処理については以下の技術が存在する。天草環境会議実行委員会に
よると，1980年代初頭の日本の煤煙処理システムは 6 段階に分離することができる。各レベルの
性能は以下の表 3 にまとめた。レベル 1 のシステムは，電気集塵機を設置するだけである。レベ
ル 6 のシステムは，窒素化合物や硫黄酸化物や微粒子のほとんどすべてを除去できる。1980年代
初頭の日本ではレベル 3 の技術を採用していた。発電総コストに占める割合は，レベル 1 が1.4
，同 3 が18.2，同 6 が22.5である。約 4の違いだが，日本の電力会社では，（当時の）法
律上必要がないのでレベル 4～6 は採用していなかった。表 3 にはレベル 6 のデータがないが，レ
ベル 5 よりも低い数値が出ることは，十分推察できる。
しかし，前述の通り石炭に含まれる水銀は石炭の燃焼に伴って金属水銀の蒸気となり，既存の処
理システムを通過し，大気中に放出されていると考えられる。この石炭火力発電によって排出され
る水銀は，酸化水銀に変化させることによって，既存の有害物質除去装置で捕集できる方法が発表
されている。その方法は，ローレンス・バークレイ国立研究所（Lawrence Berkeley National
Laboratory）のシー・ガー（テッド）・チャン（ShiGer（Ted）Chang）の率いるグループにより
開発された，燃焼後の排気に含まれる水銀単体（＝金属水銀蒸気）を酸化させ，酸化水銀にし，既
存の有害物質除去装置を使用することで取り除くことができる方法である24。これらの煤煙処理と
水銀の捕集技術の利用によって，水銀を含む汚染物質の環境への排出を抑制することが可能であ
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表 石炭火力発電所からの水銀排出の問題のアクター，アジェンダ，アリーナ
表.a 独立から現在（年～年）までの AAA
アクター ア ジ ェ ン ダ アリーナ
政府（大統領)
国営電力会社（PLN)
国際的組織（UNEP)
売電事業者（IPP)
国際と国内の NGO
住民
環境管理法（1982年に制定，1997年と2009年に改正)
大気の環境基準を制定（1988年)
固定発生源からの排出基準の制定（1994年)
危険・有害廃棄物管理法の制定（1994年制定，1999年に改正)
石炭火力発電所の高効率化の技術の導入
火力発電事業の排出ガスの排出基準を改訂（2008年)
石炭火力発電所の新規
建設の反対運動
環境許認可の取り消し
訴訟
25 環境省（2014）「水銀に関する国内外の状況」，第 3 号，p. 25。
26 西ジャワ州・チレボン石炭火力発電事業（2 号機）に係る環境許認可の取り消しを求めて，2016年に住民が
提訴した。
る。また，日本の環境省によると，水銀の連続排出量監視システムは，米国やスウェーデンにて開
発がされており，その利用が可能であると考える25。
第章 AAA 分析結果
第節 インドネシアにおける石炭火力発電所からの水銀排出の問題のアクター，アジェンダ，
アリーナ分析
石炭火力発電所からの水銀排出の問題のアクター，アジェンダ，アリーナ分析の結果について，
過去から2018年現在までを表 4.a に，将来を展望して表 4.b にまとめた。表 4.a にある通り，アク
ターは，エネルギー供給と環境問題の政策のバランスを取る必要から大統領をリーダーとする政
府，電力供給では重要な役割を担う国営電力会社（PLNPerusahaan Listrik Negara，以下 PLN
と表記），水銀条約をまとめてきた国際的組織（UNEP），発電方法や発電所の建設地を選定する独
立系売電事業者（IPPIndepend Power Producer，以下 IPP と表記）であった。そして，発電所
周辺や新規建設予定地近辺に居住する住民と，彼らを支援する NGO が火力発電所に対する反対運
動を起こしているアクターとして存在する。アジェンダは，環境問題の防止の観点から1982年に
日本の環境基本法にあたる環境管理法が制定され，1986年に環境影響評価制度が導入された。
1988年に大気の環境基準が制定され，1994年に危険・有害廃棄物管理法が制定された。2000年以
後に計画された IPP の石炭火力発電所の中には，日本の超々臨界圧発電方式が採用された高効率
化技術を導入した事例もある。しかし，既述した通り，表 2 に示した2008年に制定された環境規
制値では，既存の火力発電所において，水銀の排出以外の SO2，NOx，煤塵の項目が改善される
見通しはなく，また，計画済みの新規の火力発電所においても環境規制値が強化されたとは言い難
く，建設予定地周辺の住民による反対運動や環境許認可の取り消し訴訟26 というアリーナが出現し
ている。
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表.b 将来を展望した AAA
アクター ア ジ ェ ン ダ アリーナ
政府（将来の大統領)
国営電力会社（PLN)
売電事業者（IPP)
UNEP
水銀排出抑制のため
の国際協力事業に
参加する団体
国際と国内の NGO
住民
銀行
火力発電事業の排出ガスの排出基準の強化
危険・有害廃棄物の管理法の強化
水銀とその他の有害物質の除去技術の導入
排煙の連続モニタリング設備の導入と観測結果の公表
NGO もしくは住民による監視
炭素税を財源とする FIT 制度の確立
石炭火力の代替となる再生可能エネルギー源の開発の促進
設計寿命後の跡地の再生可能エネルギー生産設備への変更
回収された水銀の永久的な安全保管の制度の創設
国内法の整備と水銀条約の批准
赤道原則とダイベストメント
発電所と住民・NGO
との定期会議
国際的な環境会議体
インドネシアと他の
未批准の国との集会
環境問題をめぐる訴訟
将来の AAA を展望した場合，表 4.b に示した通り，アクターは，将来のエネルギー供給と環境
問題をめぐるリーダーシップをとっていく大統領を中心とする政府，発電事業は IPP の参入が進
んでいるが，PLN が配電事業を独占しているため，スマートグリッドなどの導入に関わるであろ
う PLN，PLN に代わる発電事業者としての存在感を増している IPP，水銀の排出の抑制は地球規
模で行う必要があり，抑制技術の特許を買い取ることや，その技術の低コストでの途上国への提供
を促進するための UNEP や国際協力事業に参加する団体，火力発電所の監視役や住民のサポート
を行うための NGO，安全で快適な生活環境が維持されることを目的に活動する住民，事業に対す
る融資に環境保護の条件を付加する銀行である。アジェンダは，火力発電事業の排出ガス規制値の
強化，石炭灰への適正な管理としての危険・有害物質の管理法の強化，海外からの技術協力であ
る。そして，水銀とその他の有害物質の除去技術の導入，排煙の連続モニタリング設備の導入と観
測結果の公表と，住民や NGO による監視制度の確立である。さらに，将来における水銀の環境へ
の排出の懸念を払拭するアジェンダとして，炭素税を創設し，その税収を財源とする FIT（固定
価格買取）制度を確立させ，石炭火力の代替となる再生可能エネルギー源の開発の促進が必須であ
る。また，設計寿命後の火力発電所跡地の再生可能エネルギー生産設備への変更や，回収された水
銀の永久的な安全保管の制度の創設と，国内法の整備と水銀条約の批准が求められる。国内で稼働
する予定の石炭火力発電所は，後述する赤道原則の基準に合致した設備と技術を採用することと，
世界規模での CO2 排出規制の強化による，ダイベストメントの対象とならない対策が必須であ
る。アリーナは，意見の開かれた交換場所としての発電事業主と住民・NGO との定例会議，国際
的な環境会議体，インドネシアと他の未批准の国との集会，環境問題をめぐる訴訟の場である。
インドネシア政府は，建設と発電のコストの安さから，石炭火力発電所を電力供給源の 1 つと
して重要な役割を与えていたが，CO2 の排出量の抑制という環境保護の潮流に逆らえず，火力発
電の代替となる再生可能エネルギー源による発電を増加させようとしている。また，水銀条約の締
約国の 1 つであるインドネシアは，世界的な水銀の環境への排出規制が進む状況を受け，2008年
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27 流通経済大学，梅村悠（2010）「金融機関の環境融資契約と環境保全効果」『流通法学』（第10巻第 1 号）p.
64。
28 日本では，三菱 UFJ，三井住友，みずほ，三井住友信託の各銀行と，農林中央金庫が署名している。
29 市場環境や社会環境が激変することにより，価値が大きく毀損する資産。
まで規制がなかった石炭火力発電所からの排煙中の水銀の規制値が，既存と新規のすべての火力発
電所を対象に設定された。これらのことは，国際的な環境問題（水銀条約や国連気候変動枠組条約）
のアリーナにおける討議の結果，すなわち，環境中への水銀排出を減少させることと，CO2 を含
めた温室効果ガスの排出量を抑制させることの影響を受けたものであったといえる。
環境保護に対する国際的な行動として，銀行などが行う融資の面で，様々な大規模事業による環
境への影響の評価を融資条件の中に組み入れようとするものがある。2003年 6 月に欧米金融機関
10行は，「赤道原則（The Equator Principles）」という，事業融資における社会・環境リスクを判
断，評価，管理するための金融業界基準を定め，採択した。当初，事業規模が総コストで5,000万
米ドル以上の事業に対する融資が対象となっていたが，2006年の改訂により，総コストが1,000万
米ドルに引き下げられた27。2017年 6 月の時点で，91行の金融機関が署名している28。採択済みの
金融機関は，この赤道原則の基準に満たない事業への融資を行わない。また，気候変動問題との関
連において，化石エネルギーを将来にその価値が毀損する資産とみなし，化石燃料産業や石炭産業
から，既に投資している金融資産を引き上げることによって投資の脱炭素化を図る「ダイベストメ
ント（Divestment）」といわれる動きがある。これは，CO2 排出量の規制が順次強化されることに
より，化石燃料がエネルギー源として活用できなくなり，その化石燃料の資産価値が大きく下がる
座礁資産29 となるリスクを回避しようとする認識である。つまり，ダイベストメントの認識からみ
ると，化石燃料を利用する火力発電所は，発電に必要な化石燃料がエネルギー源として使用できな
くなるリスクを含んでおり，その火力発電事業に対する投資資金が回収不能となる可能性から，そ
の対象であると考えられる。
第節 環境への水銀排出を防止するための提言
環境への水銀排出を防止するために，様々な排出源から水銀を回収する必要が生じるが，その回
収された水銀を，安全かつ永久的な保管が可能な公共の施設により保管することが必要であると考
える。また，先進国や途上国の政府は，自国内での水銀による新たな環境汚染を防ぐだけでなく，
過去の汚染地域から水銀を除去し，水銀の再排出による低レベルでの環境汚染が続く可能性をも防
止するべきである。化石燃料の燃焼や水銀を含む廃棄物の焼却により生ずる水銀蒸気を回収する技
術は，その特許を国際機関が相応の価格で買い取り，世界に公開し，発展途上国でも使用できるよ
うにすることが必要と考える。水俣病を経験した日本をはじめとする先進国は，水銀条約に示され
た通り，水銀による汚染防止策や技術を発展途上国と地域に提供し，水銀による環境汚染防止に積
極的に関わるべきであろう。石炭火力発電で電力を賄う場合は，エネルギーの効率化の観点から高
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効率石炭火力発電技術の導入と，環境汚染防止の観点から排煙中の水銀を含む有害物質を除去する
技術の導入は必須であろう。さらに，地球温暖化防止の観点から再生可能エネルギーへの移行を視
野に入れるべきである。
石炭火力発電所からの水銀排出の問題は，途上国に限った問題ではない。先進国においても同様
の問題を抱えながら石炭火力発電による電力供給を続けているのが現状である。インドネシア政府
は，石炭火力発電所からの水銀の排出を防止する海外の優れた技術の導入を図るべきである。
PLN も国営会社であるので，政府と一体となり，より汚染防止に有効な技術の積極的な導入を進
めるべきである。PLN は，法律に定められた排出基準を守るだけでなく，積極的にそれ以上の基
準で有害物質の除去を行い，将来の基準の厳格化に備えるとともに，IPP や発電以外の私企業の手
本となるべきである。
水銀条約自体は，水銀の取引や使用を完全に禁止するわけではなく，批准国の国内法の整備が実
効の鍵となっているので，批准国の取り組みの強弱により，環境への水銀放出量は左右されるとい
える。インドネシアは2013年10月に合意された水銀条約を批准もしくは受諾をしていない。しか
し，環境保護にも関心の高いジョコ大統領が，国内法の整備と批准手続きを進めることが期待され
る。そして，パリ協定における温室効果ガスの排出を削減するためにも，石炭火力発電に代わる再
生可能エネルギー源の開発を進めるべきである。さらに，今後も開催される国際的な環境会議で形
成されるアリーナにおいて，インドネシア政府が対応の遅れている他の途上国の手本となるような
行動をとることが期待される。
結 論
本論文で述べてきた通り，水銀の環境への放出は，十分に規制されていない化石燃料の燃焼，小
規模人力金採掘，塩化ビニルモノマー製造が全体の内の大きな割合を占める。石炭以外の化石燃料
中の水銀は，その化石燃料の精製装置を保護する目的で精製時に取り除かれるため，燃焼による環
境への放出は石炭に比べると非常に少ないと考えられる。石炭火力発電および廃棄物焼却設備や火
葬設備から排出される（金属）水銀は，酸化水銀にすることによって，既存の有害物質除去装置で
捕集できることが提案されている。国際的な機関は，この工程の特許を相応の価格で買い取り，世
界に公開し，発展途上国でも使用できるようにすることが必要と考える。水俣病を経験した日本を
はじめとする先進国は，水銀条約に示された通り，水銀による汚染防止策や技術を発展途上国と地
域に提供し，水銀による環境汚染防止に積極的に関わるべきである。インドネシアは水銀条約を未
批准・未受諾であるが，電力の需要を石炭火力発電で賄うのであれば，エネルギーの効率化の観点
から高効率石炭火力発電所技術の導入と，環境汚染防止の観点から排煙中の水銀を含む有害物質を
除去する技術の導入は必須である。さらに，前述の通り，石炭火力発電所は，ダイベストメントの
対象事業となり得るため，FIT 制度を整備し，地球温暖化防止の観点から発電時に CO2 を排出せ
ず，資源の賦存量も多い，地熱，水力，風力，太陽光などのエネルギー資源と，カーボンニュート
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30 1995年に開始された企業の排水浄化対策の評価プログラム。指定河川の流域にある指定された工場や企業の
排水浄化の努力を評価し，5 段階に格付けして，社名とその格付けを公表するシステム。このプログラムの
導入により，企業のより積極的な排水浄化対策を促す効果を生み出した。
ラルであるバイオマス資源を有効に活用する発電方法を優先すべきである。
以上の検討と AAA 分析の結果から導くことができる，インドネシアでの石炭火力発電所からの
水銀排出による環境問題の防止に関するシナリオの前提となる条件は以下である。火力発電所から
の排出基準をさらに強化し，操業前の新規石炭火力発電所は，排煙などの環境対策を強化する設備
の設置を操業前に義務づける。また，現在操業中で，設計寿命に達していない石炭火力発電所に
は，猶予期間を設け設備の設置を義務づけ，その設備投資への減税等の優遇処置は考慮されるべき
であろう。そして，火力発電所用のプロパー・プロカシー制度30 を創設し，全国の火力発電所の環
境規制対策の格付けと排煙の連続モニター数値を毎月定期的に公表する。それぞれの発電所の環境
規制対策の努力の結果が，その周辺住民にも公表されるので，火力発電所の環境対策のレベル向上
が促される効果が期待できる。住民が発電所周辺での異変に気付いた場合，環境管理庁
（BAPEDALBadan Pengendalian Dampak Lingkungan，以下 BAPEDAL と表記）への通報制度
を設ける。BAPEDAL は通報の内容と対応の結果をインターネット上などで公表し，法令コンプ
ライアンスの透明性を維持する。発電所に異変があった場合に発電所から BAPEDAL への報告義
務を設け，違反が判明した場合の罰則規定も設ける。さらに，1980年代に建設され，操業を開始
した旧式の石炭火力発電所について，発電効率の改善や環境規制に対応した設備を導入しても，技
術とコスト面で理にかなう場合以外は，発電設備そのものを廃止し，跡地に太陽光（メガソーラー）
と風力を併用した再生可能エネルギーによる発電所への転換を推進する。
先進国においては凡庸なシナリオではあるが，途上国であるインドネシアの事情に合わせた排ガ
ス処理システムと，水銀を含む有害金属の処理プロセスおよびそれらの管理システムを構築してい
くことと，さらに一歩進んで，既存の火力発電所を火力ではなく，再生可能エネルギーを利用した
発電所へ転換させていくことが，インドネシアにおける石炭火力発電所からの水銀の排出抑制とい
う地球環境への負荷を減少させる一歩であるといえる。
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